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収　　　入 構成割合 支　　　出 構成割合

給料 133万円 26.6% 食費 88万円 17.6%
市税（市民税、固定資産税など） 人件費（職員の給与、議員報酬、審議会委員の報酬など）

パート収入 22万円 4.4% 家族の医療費 86万円 17.2%
分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入など
（保育所の保育料や市民温水プール使用料、土地貸付収入など）

扶助費
（生活困窮者や障害者、児童、高齢者への支援に必要なお金）

貯金の取り崩し 13万円 2.6% 光熱水費などの雑費 61万円 12.2%
繰入金（基金から受け入れたお金） 物件費、維持補修費

（旅費、消耗品費、燃料費、委託料、学校や公園などの修繕費）

親からの仕送り 255万円 51.0% 自治会費 41万円 8.2%
国・県支出金、地方交付税、地方譲与税・交付金など
（国や県を通じて市に入ってくるお金）

補助費等（団体などの活動支援に必要なお金）

借入金 77万円 15.4% 子どもたちへの仕送り 52万円 10.4%
市債（市が長期間借り入れるお金） 繰出金（一般会計から特別会計へ支出するお金）

借入金の返済 56万円 11.2%
公債費（市債の償還元金および利子に必要なお金）

家の増改築費 112万円 22.4%
投資的経費（学校や道路、河川、公園などの整備に必要なお金）

貯金 0万円 0.0%
基金への積立金（将来に備え、積み立てるお金）

その他 4万円 0.8%
投資及び出資金、貸付金、予備費
（病院や水道の企業会計などへの出資や、貸付に必要なお金）

          合　計 500万円           合　計 500万円

─ 平成31年度当初予算 ─
総額は472億7,680万8,000円 (前年度比3.3％増)

かいなん家の家計簿（収支計画） 〜一般会計を年収500万円の家庭に置き換えてみると〜

259億6,936万5,000円一 般 会 計

２月定例会
平成31年海南市議会２月定例会は、２月28日から３月22日までの23日間の

会期で開かれました。
この議会には、市長から平成31年度の当初予算をはじめ、条例の改正や補正

予算、人事案件など議案66件が提出され、それぞれ可決・同意しました。

平成31年度一般会計当初予算は259億6,936万５,000円で、（仮称）市民交流施設、（仮称）中央防
災公園、道の駅の整備が本格化することなどから、前年度より13億6,930万４,000円、約5.6％の増額と
なり、新市発足後最大となりました。
また、持続可能な行財政運営に向けて、各事業の総コストや事業成果などを明快にし、より効果的な施

策展開を図るため、予算を事業ごとに区分する事業別予算としました。
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事業別予算
のメリット

事業別予算書は、施策・事業ごとの予算額が明示されているため、コスト
が明確になり、議会が予算や決算をチェックしやすい内容になっています。
予算審議においては、事業ごとの目的や概要、支出内容をチェックし、費
用対効果を考慮してその有効性や効率性などを事前に精査することができま
す。また、決算審査時には、予算書と決算書を容易に比較でき、さらに、決
算審査の結果を踏まえた議会の指摘や提言等がどのように新年度予算に反
映されたかもわかりやすくなります。

※臨時財政対策債…本来は地方交付税として現金で交付される財源が、国の財源不足により現金で交付されない時に、
その分を一時的に市が借り入れるために発行する市債。　

平成31年度予算で見る市の財政状況

市債現在高
（仮称）市民交流施設建設事業

等により増加

地方交付税
臨時財政対策債（※）への振替額の

減少により増加

基金現在高
（仮称）市民交流施設建設事業等に

基金を充当するため減少

公債費
前年度に繰上償還を
行ったため減少

【地方交付税の推移】（単位 ： 億円）
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【市債現在高の推移】（単位 ： 億円）
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【公債費の推移】（単位 ： 億円）
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61.6億円

349.8億円

【基金現在高の推移】（単位 ： 億円）
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基金の状況（特別会計含む）

28.8億円

28.8億円
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の
対
象
に
は
な
ら
な
い
も

の
と
さ
れ
て
い
る
。
今
後
、

国
か
ら
示
さ
れ
る
詳
細
な

方
針
を
も
と
に
、
市
報
な

ど
で
具
体
的
な
内
容
に
つ

い
て
周
知
し
て
い
き
た
い
。

答

翌
日
が
休
日
な
の
で

同
窓
会
開
催
も
多
い

と
聞
く
な
か
、
成
人
の
日

の
前
日
に
実
施
し
て
き
た

が
、
参
加
し
や
す
い
日
程

に
つ
い
て
研
究
し
た
い
。
ま

た
、
美
容
院
の
予
約
な
ど

の
準
備
が
で
き
る
よ
う
に
、

新
年
度
早
々
に
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
等
で
開
催
日
を
周
知

し
た
い
と
考
え
て
い
る
。

ら
20
店
舗
ぐ
ら
い
の
出
店

が
あ
り
、
昨
年
の
山
口
県

長
門
市
で
の
開
催
時
に
は

約
６
万
５
千
人
の
来
場
者

が
あ
っ
た
と
聞
い
て
い
る
。

ま
た
、
市
内
の
や
き
と
り

店
の
出
店
に
つ
い
て
は
、

今
後
協
議
を
し
て
い
く
。

問

幼
児
教
育
無
償
化
に

つ
い
て
、
無
償
化
の

範
囲
と
周
知
方
法
は
。

答

現
在
国
会
で
予
算
審

議
さ
れ
て
い
る
内
容

で
は
、
幼
稚
園
、
保
育
所
、

認
定
こ
ど
も
園
等
に
お
い

て
は
、
３
歳
か
ら
５
歳
児

ま
で
の
保
育
料
等
を
無
償

化
し
、
住
民
税
非
課
税
世

帯
は
ゼ
ロ
歳
か
ら
２
歳
児

の
保
育
料
等
も
無
償
化
す

る
、
な
ど
と
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、
食
材
料
費
な
ど
実

費
徴
収
の
も
の
は
無
償
化

問

民
法
改
正
後
、
新
成

人
の
取
り
扱
い
は
。

答

法
改
正
に
よ
り
３
年

後
に
成
人
の
年
齢
が

18
歳
に
引
き
下
げ
ら
れ
る

が
、
対
象
者
に
つ
い
て
現

時
点
で
具
体
的
な
検
討
は

行
わ
れ
て
い
な
い
。
国
や

他
自
治
体
の
動
き
な
ど
も

把
握
し
つ
つ
方
向
性
を
取

り
ま
と
め
た
い
。

問

式
典
開
催
日
を
年
末

年
始
の
帰
郷
時
期
に

近
づ
け
る
な
ど
の
検
討
は
。

ま
た
開
催
日
の
周
知
方
法
は
。

問

い
つ
、
ど
こ
で
開
催

さ
れ
る
の
か
。

答

一
般
向
け
イ
ベ
ン
ト

は
10
月
12
日
、
13
日

に
海
南
駅
前
周
辺
に
て
旧

シ
ョッ
ピ
ン
グ
タ
ウ
ン
コ
コ

跡
地
を
メ
イ
ン
会
場
と
し

て
開
催
す
る
予
定
で
あ
る
。

問

ど
の
く
ら
い
の
や
き

と
り
店
の
出
店
を
見

込
ん
で
い
る
の
か
。
ま
た
、

本
市
か
ら
の
出
店
は
。

答

出
店
数
は
未
定
で
あ

る
が
、
例
年
、
15
か

第
13
回
全
国

　
や
き
と
リ
ン
ピ
ッ
ク
事
業

成
人
を
祝
う
会
事
業

幼
児
教
育
の
無
償
化

本
市
を
広
く
PR
す
る
た
め
、全
国
の
ご
当
地
や
き
と
り
の

名
店
が一堂
に
会
す
る
、関
西
初
開
催
と
な
る
全
国
や
き
と

リ
ン
ピ
ッ
ク
の
市
内
で
の
開
催
費
用
の
補
助
を
行
い
ま
す
。

新
成
人
を
祝
う
式
典
を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
式
典

当
日
の
記
念
写
真
を
収
め
た
記
念
誌
を
作
成
し
ま
す
。

国
の
子
育
て
支
援
策
と
し
て
、
本
年
10
月
か
ら
、
幼

児
教
育
に
係
る
保
育
料
等
を
無
償
化
す
る
予
定
で
す
。

（
具
体
的
な
方
針
等
は
未
定
で
す
。）

こ
ん
な
質
問
が
あ
り
ま
し
た

こ
ん
な
質
問
が
あ
り
ま
し
た

こ
ん
な
質
問
が
あ
り
ま
し
た

予
算
額 

６
５
０
万
円

予
算
額 

59
万
６
千
円

事
業
の
一
部
を
紹
介
し
ま
す

平
成
31
年
度
予
算
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結
婚
促
進
事
業

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業

お
菓
子
の
振
興
事
業

読
書
活
動
推
進
事
業

学
童
保
育
室
整
備
事
業

市
が
行
う
意
義
を
念
頭
に
置
い
て
本
市
の
特
色
を
生

か
す
よ
う
工
夫
し
、
結
果
検
証
も
さ
れ
た
い
。（
平
成

30
年
９
月
定
例
会
・
決
算
審
査
に
係
る
意
見
書
）

事
業
内
容
を
見
直
す
と

と
も
に
、
カ
ッ
プ
ル
成
立

後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
等

を
実
施

問

相
談
支
援
体
制
を
確
立
さ
せ
る
た
め
、
社
会
福
祉

協
議
会
へ
の
業
務
委
託
を
し
て
は
ど
う
か
。（
平

成
30
年
11
月
定
例
会
・
岡
義
明
議
員
一
般
質
問
）

答

社
会
福
祉
協
議
会
や
、
高
度
な
専
門
性
を
持
つ
民

間
事
業
者
へ
の
委
託
を
検
討
し
て
い
る
。

生
活
困
窮
者
の
自
立
相

談
支
援
業
務
を
、
社
会
福

祉
協
議
会
へ
業
務
委
託

委
員
会
の
発
議
で
お
菓
子
の
振
興
に
関
す
る
条
例
を

制
定
（
平
成
30
年
11
月
定
例
会
・
建
設
経
済
委
員
会
）

紙
芝
居
の
読
み
聞
か
せ
、

駄
菓
子
ま
つ
り
等
の
イ
ベ

ン
ト
開
催
（
共
催
）、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
に
よ
る
情
報

発
信
な
ど
の
取
り
組
み
を

実
施

全
て
の
学
校
に
、
本
と
児
童
生
徒
を
つ
な
ぐ
役
割
を

担
う
学
校
図
書
館
司
書
の
配
置
を
求
め
る
。（
平
成
30

年
９
月
定
例
会
・
決
算
審
査
に
係
る
意
見
書
）

学
校
図
書
館
司
書
を
２

人
か
ら
４
人
に
増
員
す
る

こ
と
で
、
市
立
小
・
中
・

高
等
学
校
の
全
20
校
に
週

１
度
の
勤
務
を
実
現

問

長
期
休
暇
中
だ
け
預
か
っ
て
ほ
し
い
と
い
う
声
へ

の
対
応
は
。（
平
成
30
年
11
月
定
例
会
・
中
西
徹

議
員
一
般
質
問
）

答

施
設
管
理
者
や
事
業
者
等
と
も
協
議
の
う
え
取
り

組
み
た
い
。

休
校
中
の
塩
津
小
学
校

校
舎
に
、
夏
休
み
な
ど
の

長
期
休
暇
中
専
用
の
学
童

保
育
室
を
整
備

２
０
７
万
円

１
２
９
２
万
円

６
５
４
万
円

１
０
２
万
円

議
会
で
の
提
言
が

予
算
や
事
業
方
針
に

反
映
さ
れ
ま
し
た！
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会　計　名 平成31年度当初予算額 対前年度伸び率
（％）

国民健康保険特別会計 59億9,379万2,000円 △ 0.6

後期高齢者医療特別会計 16億4,769万5,000円 2.4

介護保険特別会計 69億9,282万1,000円 0.0

地域排水処理事業特別会計 1,947万7,000円 2.3

同和対策住宅資金貸付事業特別会計 460万2,000円 △ 15.7

港湾施設事業特別会計 2,206万2,000円 54.6

特別会計とは、ある特定の目的のために実施する事業について、収支
を明確にするため一般会計とは別に経理する会計です。本市には下表
のとおり6つの特別会計があります。

特 別 会 計 146億8,044万9,000円

後期高齢者医療特別会計
主な歳入は、保険料約６億 2,000 万円と、一

般会計繰入金約 10億 2,000 万円です。県下の
事務を共同処理している和歌山県後期高齢者医
療広域連合へ納付金を約 16億 1,000 万円支出
するほか、市では、保険料徴収事務や人間ドック
事業等を行います。

国民健康保険特別会計
保険税による歳入は約 11億 2,000 万円です。

また、人件費等の経費負担や制度の安定運営の
ために、一般会計から約６億 4,000 万円繰り入
れられています。
県下での税率統一に向け、保険税率を見直す

とともに、人間ドックなどの健診事業等を実施し、
医療費の適正化に努めています。（関連記事：８
ページ）

問：特定健康診査・特定保健指導事業費を、前
年度より減額した理由は。

答：国保の被保険者数が減少していることと、特
定健診の検査項目も含まれている人間ドック
の受診が増えていることが挙げられる。

こんな質問がありました 問：後期高齢者医療広域連合納付金が前年度に
比べ 4,382 万円余り増額となった理由は。

答：被保険者数が増加していることと医療費の増
加等により、市の負担分が増加したことによる。

問：75 歳到達により後期高齢者医療保険制度に
加入すると、それまで家族の健康保険の被
扶養者であった方も保険料を納付することと
なる。平成 31 年度中に加入するのは何人か。

答：転出入や死亡等による増減もあるので把握
していないが、平成 31年１月末時点の本市
の被保険者数は１万 139 人で、前年度末と
比べ 33人増加している。

こんな質問がありました
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企業会計とは、事業収益を基本に独立採算で経理する会計です。

企 業 会 計  66億2,699万4,000円

会　計　名 平成31年度当初予算額 対前年度伸び率
（％）

水道事業会計 21億8,139万2,000円 △ 8.8

病院事業会計 44億4,560万2,000円 8.2

水道事業会計
平成 27年度から進めている紀の川から室山浄水場ま

での導水管の更新事業に約３億 6,000 万円、また、非
常時に上水を融通できるように水源の異なる海南水道
と下津水道とを連絡する送配水管を敷設する事業に約
3,000 万円を計上しています。経費節減に努めつつ、安
全で安定した水道水供給のため必要な整備を行います。

病院事業会計
電子カルテシステムの更新時期を迎え

るため、器械備品購入費約 4億 9,000
万円を計上しています。地域医療の機能
分化や連携が求められる中、機器の更新
や人材の確保、育成など医療資源への投
資を行うとともに、関係機関等との連携
を強化し、急性期の医療を提供する病院
として、地域医療の確保と安定した経営
を目指しています。問：現在の有収率（※）は。

答：平成 29年度は、海南水道で74.5％、下津水道で
73.1％であり、他の類似団体よりも低い状況である。

問：老朽管の現在の状況と平成 31 年度の老朽管更新
の予定箇所は。

答：全体の４分の１が耐用年数を経過しており、平成 31
年度は、野上中、重根、丸田、中、塩津の各地区
で事業を実施する予定である。更新には耐震管を採
用する。

問：職員の待遇や安定確保について検討
は行ったか。

答：医師の給料は他の公立病院と比べ若
干低い状況なので、段階的に是正し
たいと考えている。また、働き方改
革にも取り組む中、引き続きみんな
が働きやすい職場環境づくりを目標
に、取り組みを進める。

こんな質問がありました

こんな質問がありました

○一般会計
非正規雇用が多い職員体制がほとんど改善
されていない。海南駅東土地区画整理事業

は完成まで半世紀以上かかるずさんな計画であり、対策を
取るべきである。子ども園の給食業務の民間委託につい
ては委託ありきの進め方を改めるべきで、待機児童問題に
ついては保育士を確保して解消に努めるべきである。また、
自衛官募集のために自衛隊に本市の若者の個人情報を
提供することには大きな問題がある。	 （岡　義明	議員）

○国民健康保険特別会計
高すぎる保険税
であり、その支払

いが家計を圧迫し続けている。
制度を維持し、誰もが払える制
度に変えるには、思い切った
公費投入の道しかなく、強く求
める。	 （岡　義明	議員）

討
論

予
算
に
関
す
る

反対 反対

※有収率…配水量と収入のあった水量の比率で、配水管か
らの漏水等で失なわれず、利用者に届いた水の割合。
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消費税等の税率引き上げに伴い、本年 10月
１日から、課税対象となる使用料や手数料等の
金額を改定します。

〈改定される使用料・手数料等の一例〉
●水道の給水料金、メーター使用料及び分担金
●医療センターの室料差額及び手数料
●一般廃棄物処理手数料（ごみの指定袋や粗大
ごみ処理券など）

●体育館使用料
●室内温水プール使用料
など

国民健康保険税の税率を県単位で統一していく方針であることから、平成 31年度の本市の国民健康保
険税について、資産割の税率を引き下げ、所得割の税率を引き上げるよう、課税額の見直しを行います。

給水料金や施設使用料等を改定

国民健康保険税の税率を見直し

議案第 10～ 46号

議案第７号　海南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

こんな質問がありました

こんな質問がありました

問：使用料等の本体価格の見直しは行ったか。

答：今回の改正は消費税率引き上げ分を転嫁することを
目的としており、本体価格全体の見直しは行っていな
い。使用料等の見直しについては、適宜、適切に行
うべきものと考えており、消費税増税分の見直しと併
せて行うと、引き上げが必要となる使用料等が急激
に上昇する恐れがあるため、同時期での見直しは適
切でないと考えた。

問：消費税率引き上げによる歳入、歳出への影響額は。

答：10月からの半年間で、歳入では約 1,000 万円の増、
歳出では約１億 1,000 万円の増を見込んでおり、差
し引きで約１億円の負担増になる。

問：資産割を引き下げ、所得割を引き上げることに伴い、固定
資産を持つ人の税額は減額となるイメージを持つが、実際
は増額となるケースもあるようだが、その対策は。

答：１人当たり医療費等の増加に伴い、県から示された平成 31
年度標準保険税率が前年度より上昇しているため、固定資産
を持つ人も増額となるケースがある。このため、今回、資
産割から所得割への振り替えに伴う増額分と医療費等の増加
に伴う増額分については、国民健康保険基金を活用するなど
して負担軽減に努める内容とした。

問：税負担の軽減措置などによる税収の不足分を補うために一
般会計から繰り入れる、法定外繰り入れを活用すべきでは。

答：和歌山県国保運営方針において、県下の全ての市町村で決
算補

ほ

填
てん

のための一般会計繰り入れをなくしていくことを目指
すとされており、激変緩和のための法定外繰り入れについて
は慎重に判断すべきと考えている。

本市の国保被保険者
1人当たりの医療費の推移

（単位：円）

320000

0

330000

340000

350000

360000

370000

380000

Ｈ２９Ｈ２８Ｈ２７Ｈ２６Ｈ２５

３６５，７３６円
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本年 10月の消費税率引き上げに伴う低所得者及び子育て世帯への影響を緩和
し、消費を下支えするため、市内の登録店舗で使用できるプレミアム付商品券を
発行します。なお、購入できる対象の方には案内文をお送りする予定です。

■購入対象者： ①平成31年度市民税が非課税の方
	 	 （ただし、市民税の被扶養者や生活保護受給世帯などは除く）
　　　　　　　	②学齢３歳未満（※）の子どもを養育している世帯主
■購入上限額： ①１人につき２万円分（商品券の券面額は２万5,000円）
　　　　　　　	②学齢３歳未満の子ども１人につき２万円分
	 	 （商品券の券面額は２万5,000円）
※平成28年４月２日～令和元年９月30日生まれ

国の交付金を活用し、小中学校の理科室や音楽室に空調設備を設
置します。

こんな質問がありました
問：今回の国の交付金を活用して学校体育館へ空調設備を設置できないか。

答：学校体育館への設置は今回の国の補助制度の対象外である。猛暑日は
体育館の使用を控えるなど各学校で工夫いただき、また、災害時には、
協定を締結している企業などからの冷暖房機器の調達等により避難所
の環境づくりに努めることとしている。

ホームページでは、市議会の
日程、政務活動費の収支報告な
ど議会の情報を掲載しています。
市議会の会議録を閲覧いただけ
るほか、本会議等の生中継や録
画映像の配信も行っていますの
で、ぜひご利用ください。

６月定例会は６月13日（木）に開会する予定です。日
程は変更することがありますので、傍聴をご希望の場合
は、お手数ですが議会事務局まで日時をお問い合わせく
ださい。また、傍聴席入口には傍聴者目
安箱を設置していますので、傍聴の際
のご意見・ご感想をお寄せ下さい。

市議会ホームページ

よりよい紙面とするため、議会だよりに関する皆さま
方のご意見等お寄せください。

市議会だよりへのご意見を
お聞かせください

議会を傍聴しませんか

海南市議会事務局
〒642-8501　海南市南赤坂１１番地
ＴＥＬ　０７３－４８３－８７００
ＦＡＸ　０７３－４８３－８７０３
Ｅメール　gikaij@city.kainan.lg.jp
ホームページ　http://www.city.kainan.lg.jp/shigikai/

小中学校の特別教室に空調機を整備
議案第４７号　平成３０年度海南市一般会計補正予算（第８号）

予算額 8,552万円

対象者限定のプレミアム付商品券を発行
議案第６２号　平成３０年度海南市一般会計補正予算（第９号）

予算額 432万円



市議会だより　かいなん■

10

議案番号 議　案　名 結果

議案第		１		号 海南市道の駅活用事業者選定委員会条例 全会一致で可決

議案第		２		号 海南市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第		３		号 不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 全会一致で可決

議案第		４		号 海南市立小学校及び中学校設置条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第		５		号 海南市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第		６		号 海南市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第		７		号 海南市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第		８		号 海南市介護保険条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第		９		号 海南市農林水産事業分担金等徴収条例の一部を改正する条例 全会一致で可決

議案第１０号 海南市公民館条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１１号 海南市民会館条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１２号 海南市巽コミュニティセンター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１３号 海南市民交流センター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１４号 海南市スポーツセンター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１５号 海南市体育館条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１６号 海南市運動場条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１７号 海南市テニスコート条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１８号 海南市ゲートボール場条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第１９号 海南市室内温水プール条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２０号 海南市住民センター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２１号 海南市保健福祉センター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２２号 海南市廃棄物の処理及び清掃に関する条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２３号 海南市地域排水処理施設条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２４号 海南市下津斎場条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２５号 海南市双青閣条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２６号 海南市農村婦人の家条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２７号 海南市民農園条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２８号 海南市つり公園シモツピアーランド条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第２９号 海南市漁港管理条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３０号 海南市道路占用料条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３１号 海南市営住宅条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３２号 海南市改良住宅条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３３号 海南市わんぱく公園条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３４号 海南市法定外公共物管理条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３５号 海南市準用河川条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３６号 海南市港湾施設管理条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議 案 の 審 議 結 果
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議案番号 議　案　名 結果

議案第３７号 海南市係留施設管理条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３８号 海南市下津港湾会館条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第３９号 海南市都市下水路条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４０号 海南市水道事業給水条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４１号 海南市別所扱沢地区水道建設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４２号 海南市上谷周辺地区水道建設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４３号 海南市幡川横田地区水道建設事業分担金徴収条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４４号 海南市簡易水道統合整備事業による共同井戸地区における水道建設に係る分担金徴収条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４５号 海南市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４６号 海南市防災コミュニティセンター条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

議案第４７号 平成３０年度海南市一般会計補正予算（第８号） 全会一致で可決

議案第４８号 平成３０年度海南市国民健康保険特別会計補正予算（第４号） 全会一致で可決

議案第４９号 平成３０年度海南市介護保険特別会計補正予算（第４号） 全会一致で可決

議案第５０号 平成３１年度海南市一般会計予算 賛成多数で可決

議案第５１号 平成３１年度海南市国民健康保険特別会計予算 賛成多数で可決

議案第５２号 平成３１年度海南市後期高齢者医療特別会計予算 賛成多数で可決

議案第５３号 平成３１年度海南市介護保険特別会計予算 賛成多数で可決

議案第５４号 平成３１年度海南市地域排水処理事業特別会計予算 賛成多数で可決

議案第５５号 平成３１年度海南市同和対策住宅資金貸付事業特別会計予算 全会一致で可決

議案第５６号 平成３１年度海南市港湾施設事業特別会計予算 賛成多数で可決

議案第５７号 平成３１年度海南市水道事業会計予算 賛成多数で可決

議案第５８号 平成３１年度海南市病院事業会計予算 賛成多数で可決

議案第５９号 市道路線の認定について 全会一致で可決

議案第６０号 海南市教育委員会委員任命の同意について 全会一致で同意

議案第６１号 海南市公平委員会委員選任の同意について 全会一致で同意

議案第６２号 平成３０年度海南市一般会計補正予算（第９号） 全会一致で可決

議案第６３号 海南市物産観光センターの指定管理者の指定事項の変更について 全会一致で可決

諮問第		１		号 人権擁護委員候補者の推薦について 全会一致で同意

諮問第		２		号 人権擁護委員候補者の推薦について 全会一致で同意

諮問第		３		号 人権擁護委員候補者の推薦について 全会一致で同意

議案第１号 	道の駅活用事業者選定委員会を設置するもの。　 議案第２号 	道の駅活用事業者選定委員会の委員の報酬の額を定めるもの。　
議案第３号 	工業標準化法の改正により、所要の整備を行うもの。　 議案第４号 	巽小学校別所分校及び北野上小学校七山分校を廃止するもの。	
議案第５号 	県の要綱改正に伴い、ひとり親家庭の医療費助成の所得による支給制限の適用期間の改定を行うもの。　 議案第６号 	関係法令の改正に伴
い、災害援護資金の貸付け利率等の改定を行うもの。　 議案第７号 	関連記事8ページ　 議案第８号 	介護認定審査会の委員定数を35人以内から25人
以内に変更するもの。議案第９号 	土地改良法の改正に伴い、所要の整備を行うもの。　 議案第１０～４６号 	関連記事8ページ　 議案第４７号 	関連記事９
ページ　 議案第４８号 	4億2,155万円の増額補正。　 議案第４９号 	7,357万円の増額補正。　 議案第５０～５８号 	関連記事２～7ページ　 議案第５９号 	築地
１番地内の３路線を市道に認定するもの。　 議案第６２号 	関連記事９ページ　 議案第６３号 	物産観光センターの指定管理を行う団体が任意団体から一般社
団法人に移行したことによる変更。
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○議案第62号
低所得者対策、子育て
世代対策としてプレミア

ム付商品券を発行しようとするもので
あるが、非課税申告をしていない世
帯や生活保護世帯は対象外で、また、
景気対策として考えても波及効果は
非常に薄いものと考えられるなどの問
題点もあり、消極的な賛成とする。

（岡　義明	議員）

■賛否の分かれた議案の表決結果

【○…賛成　×…反対】※議長は賛否に加わることができません。ただし、賛否同数の場合は、議案の可決・否決を決めることができる「裁決権」が認められています。

海南市教育委員会委員に任命された方 川村　栄司	氏

海南市公平委員会委員に選任された方 井川　良美	氏

人権擁護委員候補者に推薦された方 井下　まき子	氏、　西谷　繁	氏、　楠　友美子	氏

○議案第７号
国保被保険者は、年間所得200万円
以下が88.7％と非常に困窮しており、

他自治体のように大幅な法定外繰り入れを行うべき
である。また、税率の見直しで不動産を所有する者
が減税され、持たざる者が増税となることはおかしい。
さらに、税負担の激変緩和に活用するという基金の
原資は、過去の課税超過により大幅な黒字となった
分であり、本来は被保険者に返還されるべきもので
ある。	 （宮本憲治	議員）

○議案第10～46号　
今年10月の消費税率等引き上げに関
わって使用料などが引き上げられるが、

今の地方の経済状況から見ても、引き上げる状況で
ないことは明らかである。	 （岡　義明	議員）

賛成討
論

反対

市政への要望や意見、または国・県へ要望してもらいたいこと
を、「請願」や「陳情」により、どなたでも文書で市議会へ提出す
ることができます。請願には、１人以上の紹介議員が必要です。
詳しくは、議会事務局（℡４８３－８７００）までお問い合わせく

ださい。

請願・陳情
について

請願・陳情に関するページ
ＱＲコード

反対

会派・議員名

	議案番号等

日本維新
の会 公明党 日本共産党

海南市議会議員団 市政クラブ 市民クラブ 自由クラブ
無
所
属

結
　
　
果

黒
原
　
章
至

上
村
　
五
美

中
家
　
悦
生

森
下
　
貴
史

岡
　
　
義
明

橋
爪
美
惠
子

瀨
藤
　
幸
生

和
歌
真
喜
子

磯
﨑
　
誠
治

栗
本
　
量
生

宮
本
　
憲
治

宮
本
　
勝
利

川
崎
　
一
樹

榊
原
　
徳
昭

米
原
　
耕
司

片
山
　
光
生

川
口
　
政
夫

東
方
　
貴
子

川
端
　
　
進

議案第		７		号 ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ × ○ 議
長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

議案第10～46号
議案第50～54号
議案第56～58号

○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ 議
長 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
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委
員
会
が
所
管
事
務
を
自
主
的
に
取

り
上
げ
て
調
査
し
ま
し
た
。

■
建
設
経
済
委
員
会

２
月
20
日
、
国
道
42
号
有
田
海
南
道

路
整
備
事
業
及
び
国
道
42
号
冷
水
拡
幅

事
業
に
つ
い
て
調
査
し
ま
し
た
。

有
田
海
南
道
路
整
備
事
業
は
、
渋
滞

解
消
や
交
通
安
全
対
策
、
災
害
時
の
交

通
確
保
の
た
め
、
冷
水
か
ら
有
田
市
野

ま
で
の
延
長
9.4
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
で
バ
イ

パ
ス
整
備
を
行
う
も
の
で
す
。
ま
た
、

冷
水
拡
幅
事
業
は
、
渋
滞
解
消
の
た
め
、

有
田
海
南
道
路
と
接
続
す
る
冷
水
か
ら

藤
白
ま
で
の
延
長
1.1
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
を

４
車
線
化
に
拡
幅
す
る
も
の
で
す
。

委
員
会
で
は
、
５
月
に
掘
削
が
始
ま

る
有
田
海
南
道
路
５
号
ト
ン
ネ
ル
（
下

津
町
梅
田
─
冷
水
間
）
の
建
設
現
場
や

藤
白
ト
ン
ネ
ル
の
開
削
を
行
う
工
事
現

場
を
視
察
し
、
事
業
の
進
捗
に
つ
い
て

質
疑
応
答
を
行
い
ま
し
た
。

【
主
な
質
疑
応
答
】

問

そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
係
る
用
地
取

得
率
は
。

答

有
田
海
南
道
路
の
用
地
取
得
率
は
、

海
南
市
で
は
約
94
％
、
有
田
市
で

は
約
50
％
、
全
体
で
約
83
％
と
聞
い
て

い
る
。
冷
水
拡
幅
に
つ
い
て
は
、
用
地

取
得
率
は
１
０
０
％
で
あ
る
。

■
教
育
厚
生
委
員
会

３
月
15
日
に
「
児
童
館
に
つ
い
て
」

を
案
件
と
し
、
曽
根
田
児
童
館
を
現
地

視
察
す
る
と
と
も
に
、
当
局
と
意
見
交

換
し
な
が
ら
調
査
を
行
い
ま
し
た
。

【
主
な
意
見
】

預
か
り
保
育
が
無
料
と
な
れ
ば
児
童

館
が
必
要
か
、
と
い
う
問
題
も
あ
る
。

幼
児
教
育
無
償
化
に
係
る
国
の
方
針
が

定
ま
っ
た
ら
、
保
護
者
の
ニ
ー
ズ
を
早

く
聞
き
取
り
、
子
ど
も
の
遊
び
場
と
し

て
児
童
館
が
必
要
と
い
う
こ
と
で
あ
れ

ば
、
耐
震
改
修
を
早
く
し
て
ほ
し
い
。

所
管
事
務
調
査

冷水拡幅工事の進捗状況を確認

１月 25日、中尾修氏を講師に招いて議会基本条例に関す
る議員研修会を開催しました。
中尾氏は、北海道栗山町職員に在職当時、議会事務局長

として全国初となる議会基本条例の制定に関わられました。
住民と対話する機会を持ち、住民の意向をより反映させた
意思決定をしていくべきであると話され、本市議会では市
民との意見交換を行うための協議を進めている中、大変参
考になりました。

海南市及び紀美野町の全議員で構成する海南・海草議会
議員連絡協議会では、「サイクリングロードや日本遺産を活
用した観光振興」及び「災害時の広域的な支援体制」につ
いて取り組んでおり、その取り組みの一環として、兵庫県
姫路市で先進的に取り組まれている、自転車を活用した広
域観光プロジェクトと、近隣自治体間での災害時相互応援
協定について、1月 29日に視察を行いました。

議会基本条例に掲げる理念実現を！

姫路市防災センターでの視察

しました！を研修 開会 催員議

広域観光プロジェクト等を視察
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※◎の質問の概要を掲載しています。

一 般 質 問

6　橋爪　美惠子　（17ページ）
・元号が改まる状況について
◎はしか（麻疹）流行の現状と対策
について

・下津蔵出しみかんシステムが日本
農業遺産に認定されたことについて
・巨大風力発電の今後の進展について
　　

7　栗本　量生　（18ページ）
◎虐待、いじめ、不登校について
・津波防災対策について
　

8　瀨藤　幸生　（18ページ）
◎要介護認定者の障害者控除対象者
認定制度について

・つり公園シモツピアーランドの利
用料について

9　和歌　真喜子　（19ページ）
・（仮称）市民交流施設について
◎ゴールデンウィークの10連休に
ついて

�　岡　義明　（19ページ）
◎子供の医療費助成制度について

1　上村　五美　（15ページ）
・コミュニティバスの利用者の利便
性と採算性確保のためのライドシ
ェアへの取り組みについて
◎少子化に対応した小中学校の規模
の適正化について

2　東方　貴子　（15ページ）
・関西電力海南発電所廃止について
・独居高齢者の見守り体制について
◎国保保険者努力支援制度について

3　磯﨑　誠治　（16ページ）
◎市役所窓口対応について
・国道42号有田海南道路について
・防災放送の難聴対策について

4　森下　貴史　（16ページ）
◎「下津蔵出しみかんシステム」の
日本農業遺産認定について
・災害対策について

5　川端　進　（17ページ）
・中央教育審議会の答申について
・防災重点ため池基準見直しについて
◎教員の時間外勤務について

こ・
こ・
が

聞
き
た
い
!!

　一般質問とは、議員が市民の代表として、市の行政全般に対
し、現在の状況や将来の方針等を質問することで、政策の見直
しや提言等も行います。
　２月定例会では、3月５日、６日の２日間にわたり、10人の議員
が一般質問を行いました。
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問

国
保
財
政
安
定
化
の

た
め
、
国
が
定
め
る

12
項
目
の
指
標
に
よ
り
自

治
体
の
医
療
費
適
正
化
の

取
り
組
み
を
評
価
し
、
そ

の
評
価
に
よ
っ
て
交
付
金

を
配
分
す
る
仕
組
み
と
す

る
、
保
険
者
努
力
支
援
制

度
が
導
入
さ
れ
た
。
平
成

30
年
度
の
評
価
結
果
で
全

国
１
位
は
佐
賀
県
伊
万
里

市
だ
そ
う
だ
が
、
本
市
は

何
位
か
。

答

本
市
は
90
位
と
な
っ

て
い
る
。

問

県
か
ら
ど
の
よ
う
な

指
摘
を
受
け
て
い
る
か
。

答

特
定
保
健
指
導
の
受

診
率
が
県
下
で
低
い
、

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の

使
用
率
が
全
国
と
比
較
し

て
低
い
と
い
う
２
点
の
指

摘
を
受
け
て
い
る
。

問

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬

品
活
用
や
健
診
の
大

切
さ
が
伝
わ
る
よ
う
な
広

報
活
動
は
な
さ
れ
て
い
る
か
。

答

市
報
や
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
等
で
の
広
報
や
、

納
税
通
知
書
等
の
発
送
時

に
は
チ
ラ
シ
の
同
封
な
ど

で
周
知
、
啓
発
に
努
め
、

ま
た
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医

薬
品
へ
の
切
り
替
え
で
自

己
負
担
額
が
下
が
る
可
能

性
が
あ
る
方
等
へ
の
電
話

勧
奨
な
ど
を
行
っ
て
い
る
。

問

伊
万
里
市
で
は
、
人

間
ド
ッ
ク
、
が
ん
検

診
の
受
診
や
、
定
期
的
な

運
動
実
施
等
に
ポ
イ
ン
ト

を
付
与
し
、
ポ
イ
ン
ト
特

典
と
し
て
ふ
る
さ
と
応
援

寄
付
金
返
礼
品
が
も
ら
え

る
健
康
マ
イ
レ
ー
ジ
事
業

を
行
っ
て
い
る
。
健
康
意

識
を
市
民
に
浸
透
さ
せ
る

手
立
て
に
も
な
る
の
で
、

本
市
で
も
こ
う
い
っ
た
制

度
を
作
っ
て
い
た
だ
き
た
い
。

保険者努力支援制度での県の指導は
●ジェネリック医薬品の使用率が低い

問

本
市
の
小
学
校
１
校

当
た
り
の
普
通
学
級

の
児
童
・
生
徒
数
は
１
７

３
人
で
、
中
学
校
で
は
１

５
３
人
で
あ
る
。
全
国
の

１
校
当
た
り
児
童
・
生
徒

数
は
、
小
学
校
で
は
３
１

９
人
、
中
学
校
で
は
３
２

７
人
な
の
で
、
本
市
の
小

中
学
校
１
校
当
た
り
の
児

童
・
生
徒
数
は
、
全
国
平

均
と
比
べ
非
常
に
少
人
数

と
分
か
る
。

人
口
減
少
社
会
で
は
、

自
治
体
が
全
て
の
施
設
を

保
有
し
運
営
す
る
フ
ル
セ

ッ
ト
主
義
で
は
市
の
財
政

は
持
た
な
い
と
思
う
が
、

こ
の
開
き
に
つ
い
て
ど
う

考
え
る
か
。

答

本
市
の
小
中
学
校
１

校
当
た
り
の
児
童
生

徒
数
は
、
全
国
平
均
の
約

２
分
の
１
と
な
っ
て
い
る
。

全
国
の
市
町
村
を
取
り
巻

く
環
境
や
地
域
の
実
情
は

そ
れ
ぞ
れ
異
な
り
、
本
市

で
は
全
国
学
力
・
学
習
状

況
調
査
の
結
果
が
良
好
で
、

安
定
し
た
学
校
運
営
が
行

わ
れ
て
い
る
と
考
え
て
い
る
。

問

少
子
化
に
対
応
し
た

小
中
学
校
の
規
模
の

適
正
化
は
、
財
政
的
な
面

か
ら
も
進
め
て
い
か
ざ
る

を
得
な
い
の
で
は
な
い
か

と
思
う
が
、
い
か
が
か
。

答

学
校
の
統
廃
合
に
当

た
っ
て
は
、
財
政
面

等
か
ら
の
検
討
も
必
要
と

考
え
る
。
長
期
的
に
は
本

市
の
児
童
・
生
徒
数
は
減

少
し
て
い
く
と
予
想
さ
れ

る
の
で
、
今
後
も
学
校
長

と
の
意
見
交
換
等
を
行
い
、

保
護
者
や
地
域
の
意
見
を

聞
き
な
が
ら
、
望
ま
し
い

学
校
の
在
り
方
や
将
来
展

望
に
つ
い
て
検
討
し
て
い

き
た
い
。

小
中
学
校
の
規
模
の
適
正
化
を

●
関
係
者
の
理
解
を
得
な
が
ら
取
り
組
む

東方  貴子 議員

上村  五美 議員

先進地事例
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問
「
下
津
蔵
出
し
み
か

ん
シ
ス
テ
ム
」
が
、

日
本
農
業
遺
産
に
認
定
さ

れ
た
。
こ
の
こ
と
を
活
用

し
た
ブ
ラ
ン
ド
力
の
向
上

に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
に

考
え
て
い
る
か
。

答

下
津
町
地
域
固
有
の

農
林
業
の
価
値
が
認

め
ら
れ
た
こ
と
で
地
域
振

興
に
寄
与
さ
れ
る
も
の
と

考
え
て
お
り
、
下
津
蔵
出

し
み
か
ん
シ
ス
テ
ム
推
進

協
議
会
に
お
い
て
、
さ
ま

ざ
ま
な
取
り
組
み
を
検
討

し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。

例
え
ば
、
ロ
ゴ
マ
ー
ク
を

作
成
し
新
た
な
販
売
促
進

な
ど
に
活
用
す
る
こ
と
や
、

農
産
物
の
６
次
産
業
化
の

展
開
と
し
て
、
新
商
品
の

開
発
や
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
の

推
進
な
ど
の
取
り
組
み
を

実
施
し
た
い
。

問

６
次
産
業
化
の
展
開

を
推
進
す
る
主
体
は

ど
こ
か
。

答

現
在
６
次
産
業
化
を

推
進
し
て
い
る
Ｊ
Ａ

や
生
産
者
が
中
心
と
な
る

も
の
と
考
え
て
い
る
。
新

商
品
の
開
発
は
、
関
係
機

関
と
連
携
し
な
が
ら
、
生

産
者
と
企
業
の
所
得
向
上

が
図
ら
れ
る
よ
う
、
行
政

も
後
押
し
を
し
な
が
ら
取

り
組
み
た
い
。

問

ブ
ラ
ン
ド
力
の
向
上

に
は
、
地
域
の
認
知

度
の
向
上
が
重
要
で
あ
る
。

そ
の
た
め
に
は
人
と
人
と

の
交
流
が
大
切
で
あ
る
が
、

こ
の
点
に
関
す
る
市
の
今

後
の
方
針
を
問
う
。

答

現
在
、
地
域
住
民
を

中
心
に
、
大
学
生
等

と
さ
ま
ざ
ま
な
取
り
組
み

が
行
わ
れ
て
お
り
、
県
や

関
係
機
関
と
連
携
し
な
が

ら
支
援
し
た
い
と
考
え
る
。

下
津
蔵
出
し
み
か
ん

関
連
商
品
の
開
発
は

●
行
政
も
後
押
し
を
し
て
い
く

問

戸
籍
謄
本
・
抄
本
な

ど
は
、
い
ま
だ
に
市

役
所
等
の
窓
口
で
な
け
れ

ば
交
付
で
き
な
い
が
、
な

ぜ
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト

ア
で
交
付
で
き
な
い
の
か
。

答

コ
ン
ビ
ニ
交
付
は
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
化
さ
れ

た
現
在
の
戸
籍
が
対
象
と

な
っ
て
お
り
、
過
去
の
紙

戸
籍
は
対
象
外
で
あ
る
こ

と
や
、
実
施
し
た
場
合
は

年
間
１
０
０
万
円
を
超
え

る
費
用
が
必
要
と
な
る
こ

と
、
コ
ン
ビ
ニ
で
の
戸
籍

謄
本
・
抄
本
の
交
付
は
全

国
的
に
も
少
な
い
状
況
で

あ
る
こ
と
が
理
由
で
あ
る
。

問

コ
ン
ビ
ニ
交
付
が
で

き
な
い
な
ら
、
月
に

何
回
か
土
日
に
窓
口
を
開

設
し
て
は
ど
う
か
。

答

複
数
名
の
職
員
が
対

応
す
る
こ
と
に
な
り
、

人
員
の
増
員
も
難
し
い
た

め
、
現
時
点
で
は
開
設
は

難
し
い
と
考
え
る
。
今
後
、

利
用
件
数
や
費
用
面
で
実

施
に
至
っ
て
い
な
い
コ
ン

ビ
ニ
交
付
に
つ
い
て
、
市

民
ニ
ー
ズ
や
動
向
を
踏
ま

え
て
取
り
組
み
を
考
え
る
。

問

初
期
費
用
が
必
要
で

も
年
間
の
コ
ス
ト
が

１
０
０
万
円
程
度
な
ら
、

他
市
の
状
況
を
見
る
ば
か

り
で
な
く
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
を
考
え
て
コ
ン

ビ
ニ
で
の
戸
籍
謄
本
・
抄

本
の
交
付
を
早
く
実
施
す

べ
き
で
は
な
い
の
か
。

答

コ
ン
ビ
ニ
交
付
は
市

民
の
利
便
性
の
向
上

を
図
る
も
の
で
あ
り
、
今

後
も
利
用
者
の
増
加
が
見

込
ま
れ
る
た
め
、
他
市
の

事
例
を
参
考
と
し
、
マ
イ

ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
普
及
に

努
め
つ
つ
、
導
入
時
期
の

検
討
を
進
め
た
い
。

戸籍謄本・抄本のコンビニ交付を
●他市事例を参考に導入時期を検討

磯﨑  誠治 議員

森下  貴史 議員

住民票などは取得できるが…

みかん畑
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はしかの感染状況は
●１０代から３０代を中心に感染

問

今
年
に
な
っ
て
は
し

か
（
麻
疹
）
の
流
行

が
伝
え
ら
れ
て
い
る
が
、

感
染
状
況
は
ど
う
か
。

答

平
成
30
年
の
国
内
累

計
報
告
者
は
２
８
２

人
で
、
県
内
の
発
生
者
は

な
か
っ
た
。
平
成
31
年
は
、

２
月
12
日
時
点
で
国
内
累

計
報
告
者
は
既
に
１
６
７

人
、
県
内
で
は
２
月
15
日

時
点
で
７
人
で
あ
る
。
感

染
者
の
年
齢
構
成
は
10
代

か
ら
30
代
が
中
心
と
な
っ

て
い
る
。

問

は
し
か
は
恐
ろ
し
い

病
気
で
あ
り
、
予
防

が
大
事
と
考
え
る
が
、
認

識
を
問
う
。

答

は
し
か
感
染
に
よ
り
、

免
疫
機
能
低
下
を
来

す
た
め
、
他
の
感
染
症
に

か
か
り
や
す
く
、
肺
炎
や

脳
炎
を
起
こ
し
、
死
亡
す

る
場
合
も
あ
る
と
報
告
さ

れ
て
お
り
、
予
防
が
大
切

だ
と
考
え
る
。

問

は
し
か
か
ら
守
る
た

め
に
予
防
接
種
の
推

進
が
必
要
で
は
な
い
か
。

答

予
防
接
種
法
に
基
づ

く
定
期
接
種
と
し
て

昭
和
45
年
に
６
歳
の
子
ど

も
へ
の
１
回
接
種
が
導
入

さ
れ
、
平
成
18
年
度
か
ら

は
麻
疹
・
風
疹
の
混
合
ワ

ク
チ
ン
に
よ
る
子
ど
も
へ

の
２
回
接
種
が
開
始
さ
れ

た
。
平
成
20
年
度
か
ら
５

年
間
は
10
代
の
免
疫
強
化

の
目
的
で
中
学
１
年
生
と

高
校
３
年
生
に
２
回
目
の

ワ
ク
チ
ン
接
種
の
機
会
が

与
え
ら
れ
、
麻
疹
抗
体
保

有
率
は
２
歳
以
上
の
全
て

の
年
齢
で
95
％
以
上
と
な

っ
た
。
国
の
対
策
に
準
じ

て
市
民
へ
の
適
切
な
情
報

提
供
や
２
回
接
種
を
徹
底

さ
せ
、感
染
予
防
に
努
め
る
。

問

昨
年
９
月
、
教
員
の

働
き
方
改
革
を
議
論

す
る
中
央
教
育
審
議
会
の

特
別
部
会
は
、
時
間
外
勤

務
の
上
限
の
目
安
を
月
45

時
間
、
年
３
６
０
時
間
と

定
め
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案

を
大
筋
で
了
承
し
た
。
本

市
小
中
学
校
に
お
け
る
教

員
の
時
間
外
勤
務
の
実
態

及
び
対
策
を
問
う
。

答

平
成
30
年
度
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
で
は
、

時
間
外
労
働
時
間
は
、
週

25
時
間
以
上
が
約
９
％
、

週
20
時
間
以
上
が
約
17
％
、

週
12
時
間
以
上
が
約
31
％
、

週
12
時
間
未
満
が
約
30
％
、

ほ
と
ん
ど
な
い
が
約
13
％

で
あ
っ
た
。

原
因
と
し
て
、
学
校
を

取
り
巻
く
環
境
が
複
雑
か

つ
多
様
化
し
、
学
校
や
教

職
員
に
求
め
ら
れ
る
役
割

が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
、

事
務
量
の
増
加
や
保
護
者

へ
の
対
応
、
部
活
動
の
指

導
な
ど
、
業
務
の
増
加
が

考
え
ら
れ
る
。

対
策
と
し
て
、
退
勤
時

刻
等
の
把
握
と
声
掛
け
を

管
理
職
に
指
導
し
、
ま
た
、

部
活
動
に
は
休
養
日
等
を

設
定
し
て
い
る
。
文
部
科

学
省
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に

従
い
、
勤
務
時
間
の
上
限

に
関
す
る
方
針
等
を
策
定

し
、実
効
性
担
保
に
努
め
る
。

問

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、

教
師
の
健
康
と
福
祉

を
確
保
す
る
こ
と
、
と
留

意
事
項
で
示
さ
れ
て
い
る

が
、
対
策
し
て
い
る
か
。

答

平
成
26
年
、
労
働
安

全
衛
生
法
の
一
部
改

正
で
ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク

が
義
務
化
さ
れ
た
。
本
市

の
学
校
は
対
象
外
だ
が
、

平
成
29
年
度
か
ら
全
教
職

員
を
対
象
に
実
施
し
て
い
る
。

教
員
の
多
忙
化
問
題
へ
の

対
策
は

●
長
時
間
勤
務
の
防
止
な
ど
に
努
め
る

川端  　進 議員

橋爪  美惠子 議員
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問

要
介
護
認
定
者
の
障

害
者
控
除
対
象
者
認

定
制
度
の
内
容
は
。

答

65
歳
以
上
で
、
市
町

村
長
が
障
害
者
に
準

ず
る
者
と
認
め
る
方
が
、

障
害
者
控
除
対
象
者
認
定

書
の
交
付
を
受
け
る
こ
と

で
、
所
得
税
等
の
障
害
者

控
除
が
受
け
ら
れ
る
制
度

で
あ
る
。
認
定
書
の
交
付

は
本
人
等
か
ら
の
申
請
に

基
づ
き
行
っ
て
い
る
。

問

ど
の
よ
う
な
所
得
控

除
が
受
け
ら
れ
る
か
。

答

認
定
さ
れ
た
方
の
状

態
に
よ
り
、
所
得
税

で
27
万
円
、
40
万
円
、
75

万
円
、
住
民
税
で
26
万
円
、

30
万
円
、
53
万
円
の
３
区

分
で
所
得
控
除
が
受
け
ら

れ
る
。
ま
た
、
認
定
を
受

け
た
本
人
が
納
税
者
の
場

合
、
所
得
金
額
が
１
２
５

万
円
以
下
な
ら
住
民
税
が

非
課
税
と
な
る
。

問

要
介
護
認
定
者
が
障

害
者
に
準
じ
る
者
に

当
た
る
と
の
認
識
の
も
と

に
所
得
税
等
の
控
除
が
受

け
ら
れ
る
、
と
て
も
良
い

制
度
で
あ
る
が
、
市
民
へ

の
周
知
は
。

答

市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
申
請
方
法
等
を
掲

載
し
て
い
る
ほ
か
、
市
や

税
務
署
が
発
行
し
て
い
る

お
知
ら
せ
文
に
も
説
明
が

記
載
さ
れ
て
い
る
。
一
層

の
周
知
の
た
め
、
所
得
申

告
時
期
の
前
の
適
切
な
時

期
を
捉
え
市
報
に
も
掲
載

し
、
ま
た
、
他
自
治
体
の

状
況
を
調
査
し
て
周
知
方

法
に
つ
い
て
も
検
討
し
て

い
き
た
い
。

問

障
害
者
に
準
じ
る
者

の
生
活
を
守
る
と
い

う
考
え
で
、
前
向
き
な
対

応
を
期
待
す
る
。

要
介
護
者
に
対
す
る

所
得
控
除
の
周
知
を

●
所
得
申
告
時
期
な
ど
に一
層
の
周
知
を
図
る

栗本  量生 議員

問

幼
児
や
児
童
へ
の
虐

待
、
い
じ
め
、
不
登

校
に
つ
い
て
、
過
去
の
事

象
と
そ
の
時
の
対
応
は
。

答

虐
待
に
つ
い
て
は
、

平
成
29
年
度
で
63
世

帯
１
１
１
人
で
あ
る
。
重

症
度
の
高
い
事
例
は
児
童

相
談
所
が
中
心
的
な
役
割

を
担
い
、
市
は
児
童
相
談

所
と
連
携
し
て
調
査
協
力

や
家
庭
訪
問
時
の
同
行
な

ど
を
行
う
。
一
時
保
護
等

の
解
除
後
の
要
保
護
児
童

に
対
し
て
は
地
域
で
の
見

守
り
体
制
を
構
築
し
、
学

校
生
徒
に
係
る
事
案
に
は
、

市
教
育
委
員
会
と
連
携
し

対
応
す
る
。

い
じ
め
の
認
知
件
数
は
、

平
成
29
年
度
は
小
学
校
９

件
、
中
学
校
12
件
、
海
南

下
津
高
等
学
校
１
件
で
あ

る
。
校
内
に
い
じ
め
対
応

の
チ
ー
ム
を
組
織
し
て
事

実
関
係
を
確
認
し
、
学
校

の
取
り
組
み
方
針
を
決
定
、

そ
の
後
は
被
害
者
側
の
児

童
・
生
徒
に
寄
り
添
い
、

具
体
的
な
対
応
策
を
示
し

な
が
ら
徹
底
し
て
守
り
抜

く
姿
勢
で
対
応
し
て
い
る
。

ま
た
、
不
登
校
児
童
・

生
徒
数
は
、
平
成
29
年
度

は
小
学
校
10
人
、
中
学
校

31
人
、
海
南
下
津
高
等
学

校
２
人
で
あ
る
。
児
童
・

生
徒
が
不
登
校
と
な
っ
た

場
合
は
、
校
内
の
教
育
相

談
部
会
で
協
議
す
る
と
と

も
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン

セ
ラ
ー
等
と
連
携
し
た
相

談
活
動
を
充
実
さ
せ
、
担

任
等
が
家
庭
訪
問
し
登
校

を
促
す
こ
と
や
子
ど
も
の

状
況
を
踏
ま
え
た
取
り
組

み
を
進
め
、
適
応
指
導
教

室
の
紹
介
も
行
う
中
で
学

校
復
帰
を
目
指
す
こ
と
と

し
て
い
る
。

虐待、いじめ、不登校への対応は
●児童・生徒に寄り添い対応

瀨藤  幸生 議員
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問

子
ど
も
医
療
費
助
成

制
度
に
つ
い
て
、
子

ど
も
た
ち
の
命
と
健
康
を

守
る
立
場
で
、
こ
の
制
度

の
現
時
点
の
評
価
を
ど
の

よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。

答

子
ど
も
医
療
費
助
成

制
度
は
、
健
康
な
子

ど
も
を
安
心
し
て
育
て
ら

れ
る
よ
う
病
気
を
早
期
発

見
、
早
期
治
療
し
、
重
症

化
を
抑
制
す
る
と
い
う
意

味
で
有
用
な
施
策
で
あ
る

と
考
え
て
い
る
。
一
方
、

自
治
体
間
で
助
成
の
対
象

範
囲
が
異
な
り
、
可
能
な

限
り
全
国
一
律
の
保
障
制

度
が
よ
り
望
ま
し
い
と
考

え
る
。

問

紀
美
野
町
な
ど
で
は
、

通
院
も
入
院
も
18
歳

到
達
年
度
末
ま
で
の
医
療

費
を
助
成
し
て
い
る
。
本

市
も
同
様
に
す
る
と
す
れ

ば
、
新
た
に
必
要
な
予
算

は
幾
ら
に
な
る
の
か
。

答

平
成
29
年
度
の
国
保

診
療
デ
ー
タ
を
も
と

に
推
計
す
る
と
、
入
院
で

約
３
０
０
万
円
、
外
来
で

約
３
０
０
０
万
円
、
合
計

３
３
０
０
万
円
程
度
の
一

般
財
源
が
新
た
に
必
要
と

な
る
見
込
み
で
あ
る
。

問

子
ど
も
医
療
費
助
成

制
度
の
さ
ら
な
る
拡

充
に
つ
い
て
、
市
長
の
所

見
を
伺
う
。

答

現
在
の
と
こ
ろ
、
こ

れ
以
上
の
拡
充
は
考

え
て
い
な
い
。
子
ど
も
の

健
康
保
持
及
び
増
進
に
寄

与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す

る
観
点
か
ら
す
れ
ば
、
可

能
な
限
り
各
自
治
体
の
財

政
力
の
有
無
等
に
か
か
わ

ら
ず
、
国
に
よ
る
全
国
一

律
の
保
障
制
度
が
備
わ
る

こ
と
が
望
ま
し
い
も
の
と

考
え
て
い
る
。

子ども医療費助成制度の拡充を
●国による一律の保障制度が望ましい

問

10
連
休
中
の
市
役
所

の
体
制
は
。

①
ご
み
の
収
集
は
ど
う
か
。

②
本
庁
や
支
所
、
下
津
行

政
局
の
窓
口
は
ど
う
か
。

③
保
育
所
・
学
童
保
育
の

通
常
保
育
や
一
時
預
か
り

は
ど
う
か
。
ま
た
、
通
常

預
け
て
い
な
い
子
も
一
時

預
か
り
の
対
象
に
な
る
か
。

さ
ら
に
、
保
育
所
等
の
開

園
、
閉
園
な
ど
の
情
報
は

周
知
徹
底
で
き
る
か
。

④
医
療
の
受
け
入
れ
体
制

は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
。

答

①
各
地
区
で
通
常
収

集
す
る
。
ク
リ
ー
ン

セ
ン
タ
ー
へ
の
持
ち
込
み

も
同
様
で
あ
る
。

②
市
役
所
は
閉
庁
と
な
り
、

本
庁
と
下
津
行
政
局
に
そ

れ
ぞ
れ
２
人
の
日
直
を
配

置
し
業
務
を
行
う
。
住
民

票
の
写
し
と
印
鑑
登
録
証

明
書
の
交
付
は
、
コ
ン
ビ

ニ
交
付
サ
ー
ビ
ス
が
午
前

６
時
30
分
か
ら
午
後
11
時

ま
で
利
用
で
き
る
。

③
現
時
点
で
、
対
応
に
つ

い
て
具
体
的
な
方
針
決
定

に
は
至
っ
て
い
な
い
が
、

一
時
的
に
保
育
を
必
要
と

す
る
場
合
を
考
慮
し
、
対

応
を
検
討
す
る
。
学
童
保

育
に
つ
い
て
も
、
運
営
事

業
者
と
協
議
し
検
討
す
る
。

開
園
、
閉
園
な
ど
の
情
報

は
保
育
施
設
等
を
通
じ
て

案
内
す
る
。
ま
た
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
等
で
情
報
の
周

知
に
努
め
る
。

④
通
常
の
休
日
等
と
同
様

に
休
日
当
番
医
制
で
、
日

曜
と
祝
日
の
午
前
９
時
か

ら
午
後
４
時
ま
で
圏
域
の

医
療
機
関
が
輪
番
で
患
者

を
受
け
入
れ
る
。
夜
間
等

そ
の
他
の
時
間
は
、
和
歌

山
市
の
夜
間
休
日
応
急
診

療
セ
ン
タ
ー
で
受
診
で
き
る
。

10
連
休
中
の
公
共
サ
ー
ビ
ス
は

●
保
育
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
考
慮
す
る

岡　  義明 議員

和歌  真喜子 議員
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報 
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員 

会

議 会 改 革 特 別 委 員 会 

特 別 委 員 会 レ ポ ー ト

市議会では、民主的な市政発展等を目指し、議会のあるべき姿などについて定めた議会基本条例を昨年
4月に施行し、その実践に向けて取り組んでいます。その中で、議会改革特別委員会では、市民の皆さま
から直接ご意見をお聴きする仕組みづくりについて協議を進めているところです。
今回、議会改革特別委員会の委員が、直接ご意見を伺うための初の試みとして、市内団体の方 と々「議
会に関すること」をテーマに意見交換会を行いました。

　女性会連絡協議会との■　意見交換会（２月７日）
────────主なやりとり────────

Q	 政務活動費はどのようなことに使っているのか。

A	 視察研修費や資料作成費などがあるが、使いみ
ちの基準については、議員同士でルールを作って
いる。また、経費の根拠となる領収書の写しは、議
会図書室で誰でも自由に閲覧できる。

　自治会連絡協議会との■　意見交換会（２月１９日）
────────主なやりとり────────

Q	 将来を見据えた政策立案や政策提言に取り組
んでほしい。

A	 議員それぞれが一般質問等で政策提言に取り
組んでいるが、それだけではまだまだと感じてい
る。今後、さらなる政策提言に努めたい。

議会基本条例には、市民との意見交換の場を設けるという
ことも書かれているんですね。

はい。市民の皆さまの多様なご意見を的確に把握するために、
実施方法などを工夫していきます。

中
西
徹
議
員
か
ら
辞
職
願

が
提
出
さ
れ
、
議
長
の
許
可

を
得
て
、
平
成
31
年
２
月
15

日
付
け
で
海
南
市
議
会
議
員

を
辞
職
し
ま
し
た
。

辞
職
を
受
け
、
欠
員
が
生

じ
た
議
会
広
報
委
員
会
に
は

新
た
に
米
原
耕
司
議
員
を
選

任
し
、
ま
た
、
不
在
と
な
っ

た
議
会
広
報
委
員
会
委
員
長

に
は
森
下
貴
史
委
員
を
選
出

し
ま
し
た
。

議
員
の

辞
職
に
つい
て


